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別表（農振法第１３条第２項に基づく市町農業振興地域整備計画（農用地利用計画）の策定および変更に係る福井県の同意の基準の第３の２の（３））  

農振法第  

１３条第２項  
農業振興地域制度に関するガイドライン  

県の同意基準の考え方  

同意基準  
事前調整における確認・検討のポイント  

（書類・方法等）  

第１号 

  当該農業振興

地域における農

用地区域以外の

区域内の土地利

用の状況からみ

て、当該変更に

係る土地を農用

地等以外の用途

に供することが

必要かつ適当で

あって、農用地

区域以外の区域

内の土地をもっ

て代えることが

困難であると認

められること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ガイドライン第１６  ２（３）①（アおよびイ）】 

ア 必要かつ適当 

当該土地を、農用地等以外の用途の中で、いかなる用途

に供することが当該地域にとって必要かつ適当かを積極

的に判断するものではなく、当該用途の通常の利用形態

にかんがみ、当該土地が必要であるのか、あるいはその

規模が妥当であるのかのみを判断するものである。 

具体的には、地域の土地利用の状況等を勘案して、当該

土地を農用地等以外の用途に供することについて、不要

不急の用途に供するために農用地区域から除外するもの

でないことや、当該農用地等以外の用途に供するために

通常必要とされる面積等からみて農用地区域からの除外

が過大等でないこと等から判断されるものであること。 

 

イ 非代替性 

ａ農用地区域外の土地に家屋の新築が可能な土地があ

るにもかかわらず、家屋の新築のために農用地区域

からの除外を行う場合 

ｂ農用地区域外の土地を併せて利用可能であるにもか

かわらず、宅地全体を農用地区域内の土地で対応す

る場合 

などについては、要件を満たさないものとして考えら

れること。 

なお、土地所有者の了承を得ていることや土地価格が

安価であることを理由として、農用地区域外の土地をも

って代えることが困難とすることは適当ではないと考え

られること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

転用事業について、当該転用後の用途の通常の利用形態を想定し、 

①必要性（真に当該土地を必要としているのか） 

②適当性（その規模が適当であるのか） 

③非代替性（農用地以外の土地に誘導できないか） 

を検討していること。 

 

①必要性について 

事業目的として単に転用事業の計画内容が明らかにされているだけでな

く、当該事業が必要であると判断した理由、当該土地を選定せざるを得ない

理由が明らかにされ、やむを得ないと判断されること。 

 

ⅰ 転用事業者が当該転用事業を行おうとしている経緯・事情等および当該

土地が必要であるとして選定した理由が具体的で明確であること。（選定

した理由の妥当性については、「代替性」の検討と併せて行う。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ 除外後（転用許可後）、確実に目的の用途に供されることが確認できる

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□転用事業計画が転用目的と整合している。 

□転用事業者の現況を説明し、事業環境、生活状況、家族構成等を示した上

で、当該事業が必要であることが示されている。 

□事業実現のため、他の土地ではなく、当該土地を選んで実施するという明

確な理由が示されている。 

□関連する既存の施設、現在居住している住宅等が存在する場合、当該転用

事業による新たな施設、住宅等との一体利用または使い分け等について具

体的に示されており、その利用方法等がやむを得ないと認められる。 

 

［特別の理由がある場合］ 

□当該土地が存在する集落・地区等から、当該転用事業の実施（必要性）に

ついて、要望が出ている等の特別な理由が認められる。（この場合も、当

該土地を選定することとなった経緯、理由が示され、要望が出ている事情

等を明らかにしていること。） 

 

 

□事業計画が工程表等で具体的に示されている。特に除外後６か月以内に事

業に着手することを想定し、通常必要とされる工事期間の完了時期まで見

通して計画を立てている。（除外完了後６か月経過しても、工事着手（転

用許可申請）の見通しが立たない場合、再編入の手続をとること。） 

□１，０００㎡を超える事業計画の場合、除外面積の規模が大きいことか

ら、事業計画の実現性を確認するために資金計画書が添付されており、事

業計画の実現性があると見込まれる。（除外時には、金融機関等が発行す

る残高証明書等資金の裏付けとなる資料の提出は求めない。） 

□建売分譲住宅の建設を目的としている場合、同一事業者による既に許可済

みの転用事業の進捗状況報告書を確認し、やむを得ない理由もなく事業が

完了していない場合には、農用地区域内の土地において当該事業が真に必

要であると認められる特別の理由がある。 
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農振法第  

１３条第２項  
農業振興地域制度に関するガイドライン  

県の同意基準の考え方  

同意基準  
事前調整における確認・検討のポイント  

（書類・方法等）  

   

②適当性について 

 

ⅰ 除外される土地の面積が、農用地等以外の用途（転用目的）に対して通

常必要とされる最小限度の規模（面積）であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ 農地転用許可基準に適合するとともに、必要な他法令の許認可等の見込

みがあること。 

 

 

 

 

□施設の建築面積、整備される設備、作業スペース等が、当該転用事業の利

用形態に見合った妥当な規模であることの判断に当たっては、施設平面図

等により配置計画等を具体的に確認する。 

□事業に供される施設や作業スペースの必要面積の判断に当たっては、当該

施設、事業における従事者数、関係者数、車両台数等、具体的な数量に基

づいた積算根拠により、妥当な規模であると認められることを確認する。

この場合、当該農地の形状、周辺の土地利用の状況、利用者や利用形態の

違い、必要な設備等の整備状況、残地を農地のまま残すことの妥当性を併

せて判断材料とする。 

□除外しようとする土地に、説明のない空き地等が生じているなど、明らか

に過大な敷地を確保していると認められる場合には、農地のかい廃が必要

最小限となるよう転用事業計画の見直しを求める。 

□他の同種同等施設の一般的な面積との比較により、過大である場合には、

転用事業計画の見直しを求める。 

□住宅目的の除外の場合、次のように上限の原則を設ける。 

・農家住宅 → 1,000㎡以内（同一敷地内に、農舎、農機具格納庫、農作 

業場等を設置する場合） 

・一般住宅 → 500㎡以内（上記の農家住宅に該当しない住宅については、 

この基準を適用する。）  

□隣接地が一体として利用可能であると判断される場合には、隣接地も含め

て面積の適当性を判断する。 

 

 

□農地転用許可基準に適合する見込みについては、農業委員会と連携して転

用申請の添付書類についても必要な範囲で提出を求め、判断する。 

□都市計画法に基づく開発行為の許可が必要となる事業計画については、そ

の申請は除外後農地転用の申請と同時期になるので、除外後、開発行為の

許可が得られないということのないように、都市計画担当部局と協議、調

整を行う。都市計画法以外の他法令の許認可等が必要な場合も、同様であ

る。 

□当該事業計画により新たにインフラ整備を要する場合等については、関係

機関等との調整が適切に図られる見込があると認められる。 
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農振法第  

１３条第２項  
農業振興地域制度に関するガイドライン  

県の同意基準の考え方  

同意基準  
事前調整における確認・検討のポ イント  

（書類・方法等）  

   

③非代替性について 

この規定は、転用事業をできるだけ農用地区域以外の区域に誘導できない

かを検討するものであり、転用事業の用途に供する施設等の種類・規模、そ

の地域での土地利用の状況等により、検討・確認の方向性は異なる。 

 

ⅰ 当該集落・地域を選定した理由・目的が妥当であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ 除外される土地が属する集落・地域内に、他に代替可能な土地は存在し

ないこと。 

検討の範囲は、転用の目的、当該土地の選定理由、周辺の土地利用の状

況などから判断する。ただし、当該地域の農地の利用集積への影響に配慮

などして、近隣集落まで範囲を広げて代替性の検討を求める場合がある。 

［検討する土地］ 

※いずれも自己所有地か、他人所有地であるかは問わずに検討されて

いること。 

イ 農地以外の土地 

ロ 農振農用地以外の農地 

ハ 当該土地より営農条件が劣っている他の農振農用地 

 

 

 

 

 

 

 

□転用事業の用途に供する施設等が、既に他の集落・地域においても立地し

ている店舗、工場、事務所の支店等であって、一般的に当該選定地以外の

土地においても立地可能である場合、当該集落・地域を選定した必要性

（目的）・理由が具体的に示されており、その内容が妥当かつ合理的であ

りやむを得ないと認められる。 

□住宅目的で除外する場合、既存の住宅には居住できない合理的な理由が認

められる。または、選定した土地に新たに住宅を必要とする事情があるこ

とや当該地域・集落を選んだ合理的理由があると認められる。 

 

 

□同じ集落内・地域内に、代替可能な他の土地が存在する場合に、その土地

について当該施設を設置することが可能であるか否かを検討した上で、管

内図等を用いて検討箇所を示すとともに、その検討結果を記述しており、

かつ、その内容が妥当であると認められる。 

□当該土地所有者の了承を得ていることや土地価格が安価であることを理由

に選定している場合は、不適当とする。 
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農振法第  

１３条第２項  
農業振興地域制度に関するガイドライン  

県の同意基準の考え方  

同意基準  
事前調整における確認・検討のポイント  

（書類・方法等）  

第２号 

  当該変更によ

り、農用地区域

内における農用

地の集団化、農

作業の効率化そ

の他土地の農業

上の効率的かつ

総合的な利用に

支障を及ぼすお

それがないと認

められること。 

【ガイドライン第１６  ２（３）②】 

１ 対象地が除外された後において、農用地区域内の土

地の農業上の効率的かつ総合的な土地利用に支障を及

ぼすおそれがないと判断される土地を除外するもので

あることが必要であり、次の場合には要件を満たさな

い。 

①集団的農用地の中央部に他用途の土地が介在する

ことにより、高性能機械による営農や効果的な病

害虫防除等に支障が生じる場合 

②小規模の開発行為がまとまりなく行われることに

より、農業生産基盤整備事業や農地流動化施策へ

の支障が生じる場合 

２ 土地改良事業等の施行に係る区域内の土地等農用地

の集団化、農作業の効率化等に適していると考えられ

る土地を農用地区域から除外する場合は、地域の農業

を担うべき者への農用地の利用集積等構造政策の推進

に支障を及ぼすおそれがないか十分に検討すること。 

 

【ガイドライン第１３ １（１）】 

（集団的に存在する農用地について） 

集団的に存在する農用地については、農用地が連た

んすることによる農作業の効率性等の面から優良農地

として農用地区域とするものである。道路、鉄道その

他の施設、河川、がけその他の地形、地物等があって

も通作等に支障が生じないものである場合には、一団

の土地とすること。 

例えば、国・県道などの道路をもって集団農地の境

界とする場合には、幅員、構造等からみて、これらの

道路を横断して容易に一連の農作業が行えると認めら

れる場合には、その道路は、団地性を分断する境界と

はなり得ないものであること。 

当該土地が除外された後において、農用地区域内の土地の農業上の効率的

かつ総合的な土地利用に支障を及ぼすおそれがないこと、高性能機械による

営農や効果的な病害虫防除等への影響の観点から、農用地の集団性を阻害し

ないかを検討すること。 

 

ⅰ 除外される土地が、周囲の農地における農作業等の効率的な実施を困難

にする、あるいは制約を生じさせるものではないこと。 

また、当該除外が農作業等の効率的な実施に支障を及ぼすことにより、

周辺地域において営農する農業者の耕作意欲の減退を招く（耕作放棄地の

発生を誘引する）ものではないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ 農作業等の効率化等を阻害するおそれがあることにより、当該集落・地

域において目指している農地の利用集積の推進に支障を及ぼすものではな

いこと。 

 

 

 

 

 

□当該土地の周囲（東西南北）の土地利用状況が具体的に把握（確認）され

ている。 

□当該土地の面積や形状、周囲の農地との位置関係、農地の集団性の状況等

により判断して、農業用機械の横断的な使用や広域的な農薬散布など、農

業生産を向上する目的で行われる農作業等の実施に制約は生じないと認め

られる。 

［具体例］ 

周囲の農地において、農業生産を向上する目的で行われる農作業等

が分断される等の制約が生じることはないケースとして、次の場合が

考えられる。 

□当該土地が、周囲の状況または地形的に縁辺部に位置するなど、農

地と非農地が混在することにはならず、周囲の農地の連続性は保た

れている。 

□当該土地周囲の隣り合う２辺に接する土地が非農地（宅地、山林、

農道以外の道路、河川等）である。 

□農地の集団性が小規模な地域である、または、当該土地そのものが

農地として条件不利地であるため、農作業等の効率化とは無関係で

ある。 

 

 

□当該土地の周辺に利用集積されている農地がある場合であっても、除外に

よって、当該集落・地域において取り組んでいる農作業の効率化や担い手

による農地の利用集積等、農業上の総合的な土地利用に影響はないと認め

られる。（併せて、第３号要件を満たすものであることにも留意する。） 
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農振法第  

１３条第２項  
農業振興地域制度に関するガイドライン  

県の同意基準の考え方  

同意基準  
事前調整における確認・検討のポイント  

（書類・方法等）  

第３号 

  当該変更に

より、農用地区

域内における効

率的かつ安定的

な農業経営を営

む者に対する農

用地の利用の集

積に支障を及ぼ

すおそれがない

と認められるこ

と。 

【ガイドライン第１６  ２（３）③】 

１ 効率的かつ安定的な農業経営を営む者については、 

 ①認定農業者、②特定農業法人、③特定農業団体、④

水田・畑作経営所得安定対策実施要領第３の１および

第３の２の要件を満たす経営体、⑤効率的かつ安定的

な農業経営およびこれを目指して経営改善に取り組む

者として市町が認める者が該当する。 

２ 次の場合は、対象地を除外することにより農用地の

利用集積に支障を及ぼすと考えられる。 

①経営規模の大幅な縮小により、認定を受けた農業経

営改善計画を達成できなくなるなど効率的かつ安定

的な農業経営を営む者が目指す安定的な農業経営に

支障が生じる場合。 

②効率的かつ安定的な農業経営を営む者の経営する一

団の農用地の集団化が損なわれる場合。 

３ 本要件を判断するに当たっては、農業経営強化基盤

促進法第１８条第１項に基づき作成された農用地利用

集積計画または農業委員会が行う農用地のあっせん等

に関する資料等の客観的な資料に基づくことが適当と

考えられる。 

効率的かつ安定的な農業経営を営む者（以下、「担い手」という。）また

はその構成員が所有権または貸借権を有する農地（以下、「所有等農地」と

いう。）の利用集積に支障を及ぼすおそれがないことを検討すること。 

 

ⅰ 担い手に該当するものは、次のとおりとする。 

①農業経営基盤強化促進法第１２条第１項の規定により農業経営改善計画

の認定を受けた者（認定農業者）または同法第２３条第４項に規定する

特定農業法人もしくは特定農業団体 

②農業の担い手に対する経営安定のための交付金の交付に関する法律（平

成１８年法律第８８号）第２条第２項に規定する対象農業者であって、

①に該当する者以外の者（水田・畑作経営所得安定対策実施要領第３の

１および第３の２の要件を満たす経営体） 

③①および②に掲げるもののほか、農業委員会や農業協同組合等の意見を

聴いて、効率的かつ安定的な農業経営およびこれを目指して経営改善に

取り組む者として市町が認める者（認定農業者になることが確実と認め

られる者） 

 

 

ⅱ 当該土地の除外による経営規模の大幅な縮小により、認定を受けた農業

経営改善計画を達成することができなくなるなど、担い手が目指す安定的

な農業経営に支障が生じないこと。 

なお、この判断に当たっては、人・農地プラン、市町が農業経営基盤強

化促進法第１８条第１項に基づいて作成する農用地利用集積計画または農

業委員会が行う農用地のあっせん等に関する資料等の客観的な資料に基づ

くこと。 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ  担い手が経営する一団の農用地の集団化が損なわれるものではないこ

と。 

なお、当該土地周辺の農地の集団性等から利用集積がしやすく、将来に

わたって確保すべき優良な農地であると認められる場合には、現に担い手

による利用集積の合意解約があっても、市町が「利用集積に支障がある」

と判断することにより、優良農地の保全に努めること。 

 

 

 

 

□当該集落・地域における担い手による農地の利用集積の状況を確認してい

る。（利用集積の状況が管内図等により客観的・具体的に確認することが

できる。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□当該土地が除外されたとしても、担い手が認定を受けた農業経営改善計画

の達成に支障を及ぼすことはないと認められる。 

□当該除外が周辺農地の転用需要を誘引するおそれがあり、農地の貸し剥が

し等につながるなど、担い手による効率的かつ安定的な農業経営に支障を

及ぼすおそれはないと認められる。 

□現に担い手により利用集積されている農地が除外される場合、当該担い手

との間で合意解約等がなされたものであり、いわゆる貸し剥がしに該当す

るものではないと認められる。 

□利用集積に係る交付金事業等が活用されている農地を除外する場合、農地

の貸付期間を満了しているなど、当該除外が交付要件等に抵触するもので

はないと認められる。 

□本要件を判断するに当たって確認した客観的な資料を添付すること。 

 

 

□担い手の意向確認等により、担い手が今後計画している農地の利用集積に

支障を及ぼすことはないと認められる。 

□除外が計画されている農地の面積、形状、位置等により判断して、今後積

極的に担い手（集落・地域の将来の担い手を含む）による利用集積を誘導

することにより、農用地として利用するべき土地であるとは認められな

い。 
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農振法第  

１３条第２項  
農業振興地域制度に関するガイドライン  

県の同意基準の考え方  

同意基準  
事前調整における確認・検討のポイント  

（書類・方法等）  

第４号 

  当該変更によ

り、農用地区域

内の第３条第３

号の施設の有す

る機能に支障を

及ぼすおそれが

ないと認められ

ること。 

【ガイドライン第１６  ２（３）④】 

農用地区域内の土地の保全または利用上必要な施設の

用地が農用地等以外の用途に供された場合、次のような

当該施設の機能の低下が発生するおそれがある。 

①ため池、排水路、土留工、防風林等の農用地区域内 

の土地の保全上必要な施設について、その毀損によ 

り、土砂の流出又は崩壊、洪水、湛水、飛砂、地盤 

沈下等の災害の発生が予想される場合 

②農業用用排水施設等の農用地区域内の土地の利用上 

必要な施設について、土砂等の流入による用排水停 

滞、汚濁水の流入等が予想される場合 

法第３条第３号の土地改良施設等の有する機能について、除外される土地

が農用地以外の用途に供された場合であっても、除外前と同様の機能が確保

されることを確認すること。 

 

ⅰ 当該土地改良施設等の管理者がある場合には、当該管理者から、除外さ

れる土地が農用地以外の用途に供された場合であっても、土地改良施設等

の機能に支障を及ぼすおそれがない旨の意見書が提出されていること。 

 

 

ⅱ  市町・農業委員会が行う現地調査、地元農業者からの意見聴取等によ

り、当該土地改良施設等の有する機能に支障を及ぼすおそれがないと認め

られること。 

［支障の例］ 

・土地改良施設そのものの機能低下 

・土地改良施設の利便性等が低下することによる農業生産力等の低下 

・土地改良施設への影響により生じる農業生産環境の悪化 

 

 

 

 

 

□土地改良施設等の管理者から、代替施設・機能等の設置等を求められてい

る、または、機能保全等の必要な措置を求められている場合には、転用事

業者がそれを履行することが確実であると認められる。 

 

 

□転用事業の実施に伴う被害防除、土地改良区等の意見を踏まえ、現地確認

により影響の有無を判断している。 

□機能低下のおそれがあり、現機能維持のための措置等について調整が行わ

れた内容について、その妥当性を確認している。 

□雨水、生活雑排水等は、農業用用排水施設に支障が生じないよう処理され

る。 

□土砂は、隣接地または農業用用排水施設へ流出しないよう措置される。 

□大型車両等の通行による農道の毀損等が生じないよう措置される。 

□近くに、ため池、排水路、土留工、階段工、防風林等がある場合、それら

の施設への影響（機能低下等）が生じないよう措置される。 

□土地改良施設が毀損されることにより災害が発生するおそれはないと認め

られる。 
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農振法第  

１３条第２項  
農業振興地域制度に関するガイド ライン  

県の同意基準の考え方  

同意基準  
事前調整における確認・検討のポイント  

（書類・方法等）  

第５号 

  当該変更に

係る土地が第１

０条第３項第２

号に掲げる土地

に該当する場合

にあっては、当

該土地が、農業

に関する公共投

資により得られ

る効用の確保を

図る観点から政

令で定める基準

に適合している

こと。 

【ガイドライン第１６の２の（３）の⑤、⑥】 

１ 土地改良事業等により、区画整理や農業用用排水施

設の新設または変更等が行われた農地は、これらの事

業がなされていない農地と比較して、明らかに営農条

件が優れており、土地の合理的利用の観点からも、農

地の改良等の公共投資の効用が十分に発揮されるよ

う、一定期間、農用地区域として確保する必要がある

こと。 

土地改良事業等の工事完了公告があった日（当該公

告において工事完了の日が示された場合にあっては、

その示された日）の属する年度の翌年度の初日から起

算して８年を経過していること。 

２ 土地改良法第８７条の３第１項の規定により行う土

地改良事業の施行に係る区域内にあるものにあって

は、担い手への農用地の利用集積の加速化および高収

益作物への転換を促進するため、事業の効果が長期に

わたって最大限発揮されるよう、農地中間管理権の存

続期間または残存期間が一定の期間を超えている等の

要件が課されている。 

このため、事業施行地域内農用地について、農地中

間管理権が存続しているにもかかわらず、機構関連事

業の工事の完了後８年を経過したことをもって農用地

区域から除外することを認めることは適当でないこと

から、当該農用地を農用地区域から除外するために行

う農用地区域の変更は、農振法第１３条第２項の要件

の全てを満たすほか、土地改良法第９２条の２におい

て、当該農用地についての農地中間管理権の存続期間

が満了している場合に限り、することができることと

されていること。 

 

土地改良事業等が行われた農地は、営農条件が優れており、土地の合理的

利用の観点からも、公共投資の効用が十分に発揮されるよう、一定期間農用

地として確保する必要があるという観点から、土地改良事業等の施行時期等

を確認すること。 

 

ⅰ 法第１０条第３項第２号に規定する土地改良事業等とは、国が行う事業

または国が直接・間接的に経費の全部または一部を補助して行う事業で、

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）施行後に実施された次の事業を

対象としたものである。 

①農業用用排水施設の新設または変更（当該事業の施行により農業の生 

産性の向上が相当程度見込まれない土地、いわゆる不可避受益地にあっ

ては、当該事業を除く。） 

②区画整理 

③農用地の造成（旧制度開拓事業（昭和３５年以前の年度にその工事に着

手した開墾建設工事）の施行に係る区域内の土地は、保全の必要性の低

い農地も含まれるものであるため、農用地区域として定める土地から除

く。） 

④埋め立てまたは干拓 

⑤客土、暗きょ排水その他土地の改良又は保全のために必要な事業 

 

 

ⅱ 土地改良事業等の工事完了公告があった日（その公告において工事完了

の日が示されたときはその示された日）の属する年度の翌年度の初日から

起算して８年を経過していること。 

なお、土地改良法第８７条の３第１項の規定により行う土地改良事業の

施行に係る区域内にあるものにあっては、農振法第１３条第２項の要件の

全てを満たすほか、当該農用地についての農地中間管理権の存続期間が満

了していること。 

 

 

ⅲ 規則第４条の５第１項第２７号に規定する「地域の農業の振興に関する

地方公共団体の計画（以下「２７号計画」という。）」において定める施

設の用に供する土地にあっては、法第１０条第４項および施行令第８条第

４号の規定により農用地区域に含まれない土地として除外することとな

る。すなわち、面的な整備である土地改良事業（ⅰの②～④の事業）以外

の対象地であれば、８年未経過であっても除外が可能となる。 

この場合、規則第４条の５第１項第２７号各号に定める要件をすべて満

たしていると認められること。 

２７号計画は、整備計画の農業振興の方向に合致するものであることは

もとより、整備計画を補い、その達成を促進し得るものであること。 

（※２７号計画による除外については、ガイドライン第１３の３の（６）に

基づくこと。） 

 

 

 

 

 

□当該工事完了公告等により８年を経過していることが明確である。 

□本要件を判断するに当たって確認した客観的な資料を添付すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□変更に係る土地が土地改良法第８７条の３第１項の規定により行う土地改

良事業の施行に係る地域内にあるときは、その土地についての農地中間管

理権の存続期間が満了していることが明確である。 

□本要件を判断するに当たって確認した客観的な資料を添付すること。 

 

 

 

 

 

□２７号計画を作成する場合は、当該施設が地域の農業振興に寄与するもの

であり、かつ、規則第４条の５第１項第２７号各号に定める要件をすべて

満たすものである。 

・当該施設について、地域の農業振興に必要なものであるか否かについて

の定期的な検証について留意すること。 

 


